（様式第１号）

年　　月　　日
　富山県知事　　殿
住所

団体名

代表者職・氏名　　　　　　　　　印

令和　　年度小売店における商慣習見直し取組促進事業費補助金交付申請書
　令和　　年度において、下記のとおり小売店における商慣習見直し取組促進事業を実施したいので、小売店における商慣習見直し取組促進事業補助金 金　　　　　円を交付されるよう富山県補助金等交付規則第３条の規定により、次の関係書類を添えて申請します。

記

　関係書類
　１　事業計画書

　２　収支予算書

　３　その他関係書類(事業の実施内容が具体的にわかる資料など)
様式第２号（第４条関係）

事業計画書

【企業・団体名　　　　　　　　　　　】

	事業名
	

	事業目的
	

	事業実施期間
	

	事業場所
	

	事業内容
	


※参考となる資料があれば、併せて添付すること
様式第３号（第４条関係）

収支予算書

【収 入】                                                           （単位：円）
	区分
	予算額
	内訳

	県補助金
	
	

	自己資金
	
	

	そ の 他
	
	

	合   計
	
	



【支 出】                                                           （単位：円）
	区分
	予算額
	内訳

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	合   計
	
	


様式第４号（第６条関係）
年　　月　　日
　富山県知事　　殿
住所

団体名

代表者職・氏名　　　　　　　印

令和　　年度小売店における商慣習見直し取組促進事業費補助金実績報告書

　令和　　年　　月　　日付け富山県指令農食第　　号で令和　　年度小売店における商慣習見直し取組促進事業費補助金の交付の決定の通知があったことについて、富山県補助金等交付規則第12条の規定により、その実績を次の関係書類を添えて報告します。

　関係書類
　１　実施報告書

　２　収支決算書

　３　その他関係書類（活動実績を明らかにする資料など）
様式第５号（第６条関係）

実施報告書
【企業・団体名　　　　　　　　　　　】

	事業名
	

	事業の実施内容
	※事業の具体的な内容が分かるよう、詳細に記載してください。

	事業の実施に

よる効果
	

	今後の展開
	


様式第６号（第６条関係）

収支決算書

【収 入】                                                           （単位：円）
	区分
	決算額
	予算額
	内訳

	県補助金
	
	
	

	自己資金
	
	
	

	そ の 他
	
	
	

	合   計
	
	
	


【支 出】                                                           （単位：円）
	区分
	決算額
	予算額
	内訳

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	合   計
	
	
	


様式第７号（第７条関係）
平成　　年　月　日
富山県知事　　殿
（申請者）　　　　　　　　　　　　　　
所在地　〒　　　　　　　　　　　　　
事業者名　　　　　　　　　　　　　　
代表者職・氏名　　　　　　　　印　　
令和　　年度小売店における商慣習見直し取組促進事業費補助金に係る消費税等仕入控除税額報告書
　令和　年　月　日付け富山県指令第　　号で令和　　年度小売店における商慣習見直し取組促進事業費補助金の交付の通知があったこのことについて、小売店における商慣習見直し取組促進事業費補助金交付要綱第７条第１項の規定により、下記の通り報告します。
記
１．補助金額（確定通知書により通知した額）　　　　　　　　　　　　    　円
２．実績報告時に減額した消費税等仕入控除税額　　　　　　　　　　　　　　円　…Ａ
３．消費税および地方消費税の確定に伴う補助金に係る消費税等仕入控除税額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円　…Ｂ
４．補助金返還相当額（Ｂ－Ａ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
（注）積算の内訳を別紙として添付すること。
様式第８号（第８条関係）
取得財産等管理台帳
補助事業名：小売店における商慣習見直し取組促進事業費
	区分
	財産名
	規格
	数量
	単価
	金額
	取得
年月日
	保管場所
	備考

	
	
	
	
	円
	円
	
	
	


（注）
　１．対象となる取得財産等は、取得価格または効用の増加価格が交付要綱第９条に定める処分制限価格以上の財産とする。
　２．数量は、同一規格であれば一括して記載してもよい。ただし、単価が異なる場合は、区分して記載すること。
　３．取得年月日は、検査を行う場合は、検収年月日を記載のこと。
